
　

【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年２月６日

【四半期会計期間】 第39期第３四半期(自 2018年10月１日 至 2018年12月31日)

【会社名】 全国保証株式会社

【英訳名】 ZENKOKU HOSHO Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 石川 英治

【本店の所在の場所】 東京都千代田区大手町二丁目１番１号

【電話番号】 ０３－３２７０－２３００ (代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長　青木　裕一

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区大手町二丁目１番１号

【電話番号】 ０３－３２７０－２３００ (代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長　青木　裕一

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

 

（注）当第３四半期会計期間より、日付の表示を和暦から西暦に変更しております。

 

EDINET提出書類

全国保証株式会社(E09753)

四半期報告書

 1/20



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第38期

第３四半期累計期間
第39期

第３四半期累計期間
第38期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年12月31日

自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

営業収益 (百万円) 22,887 24,568 39,599

経常利益 (百万円) 17,170 18,942 31,974

四半期(当期)純利益 (百万円) 11,889 12,924 22,052

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) － － －

資本金 (百万円) 10,684 10,703 10,684

発行済株式総数 (株) 68,860,980 68,871,790 68,860,980

純資産額 (百万円) 97,933 115,583 108,127

総資産額 (百万円) 276,132 302,331 294,137

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 172.91 187.93 320.71

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 172.83 187.84 320.55

１株当たり配当額 (円) － － 80.00

自己資本比率 (％) 35.4 38.2 36.7

営業活動によるキャッシュ
・フロー

(百万円) 16,921 14,457 34,911

投資活動によるキャッシュ
・フロー

(百万円) △20,835 △39,815 △29,176

財務活動によるキャッシュ
・フロー

(百万円) △4,268 △5,504 △4,269

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 68,219 47,005 77,868
 

　

回次
第38期

第３四半期会計期間
第39期

第３四半期会計期間

会計期間
自 2017年10月１日
至 2017年12月31日

自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 56.03 61.96
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)が保有する当社株式を、１株当たり情報の算定上、期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国の経済は、海外経済を巡る先行きに引き続き留意する必要があるものの、

企業収益の改善や良好な雇用・所得環境が続き、個人消費も持ち直すなど緩やかな回復基調が続きました。

住宅市場につきましては、政府の住宅取得支援策や日本銀行のマイナス金利政策が継続しているものの、新設住

宅着工戸数は前年同期を下回る水準で推移しました。住宅ローン市場におきましては、借換需要が引き続き低位に

推移するなか、金融機関は新築・中古物件の案件を獲得するため、多様な商品やサービスの提供および推進活動を

継続しました。

このような事業環境のもと、当社は中期経営計画「Best route to 2020」の２年目として「事業規模の拡大」、

「企業価値の向上」ならびに「事業領域の拡大」の課題を中心に各種施策に取り組んでまいりました。

事業規模の拡大におきましては、既存提携金融機関との関係強化および未提携金融機関との新規契約締結に取り

組んでまいりました。既存提携金融機関との関係強化につきましては、申込データ連携システムおよびインター

ネットを活用した申込スキームの提案活動に努めたほか、取引深耕のため当社保証商品についての説明会や営業店

への訪問活動を継続しました。また、住宅ローン獲得に向けた営業推進にお役立ていただくため、例年ご好評いた

だいておりますキャンペーンを、新築物件の購入および新築費用の資金使途を対象として2018年12月３日から2019

年２月28日までの期間にて実施することといたしました。未提携金融機関との新規契約締結におきましては、継続

的な営業活動を展開した結果、当第３四半期累計期間において銀行３行、信用組合１組合、ＪＡ５組合の合計９機

関と契約締結に至りました。

企業価値の向上におきましては、働き方改革の推進や新人事制度、新評価制度の浸透など、活力ある企業風土の

醸成に引き続き努めました。また、社内業務のペーパーレス化の推進や、ＲＰＡ（Robotic Process Automation）

の活用など業務効率化を図りました。

事業領域の拡大におきましては、債権回収会社（サービサー）の株式を取得し子会社化したほか、スタートアッ

プ企業２社とＡＩ・ブロックチェーン技術を活用した新たな審査手法の研究を開始いたしました。

こうした取り組みの結果、営業収益は24,568百万円（前年同期比7.3％増）、営業利益は18,252百万円（前年同期

比10.1％増）、経常利益は18,942百万円（前年同期比10.3％増）、四半期純利益は12,924百万円（前年同期比8.7％

増）となりました。

なお、当社は信用保証事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて2.8％増加し、302,331百万円となりました。

流動資産は、前事業年度末に比べて15.3％減少し、171,866百万円となりました。これは現金及び預金、金銭の信

託が減少したことなどによります。

固定資産は、前事業年度末に比べて43.0％増加し、130,464百万円となりました。これは投資有価証券、長期預金

が増加したことなどによります。

負債合計は、前事業年度末に比べて0.4％増加し、186,748百万円となりました。

流動負債は、前事業年度末に比べて16.5％減少し、24,497百万円となりました。これは未払法人税等が減少した

ことなどによります。

固定負債は、前事業年度末に比べて3.6％増加し、162,250百万円となりました。これは長期前受収益が増加した

ことなどによります。

純資産合計は、前事業年度末に比べて6.9％増加し、115,583百万円となりました。これは利益剰余金が増加した

ことなどによります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ

30,863百万円減少し、47,005百万円となりました。

　当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、増加した資金は14,457百万円（前年同期は16,921百万円の資金増加）となりました。主な増加

要因は税引前四半期純利益18,658百万円、長期前受収益の増加額5,593百万円等であります。一方、主な減少要因は

法人税等の支払額10,165百万円等であります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は39,815百万円（前年同期は20,835百万円の資金減少）となりました。主な減少

要因は定期預金の預入による支出99,550百万円、投資有価証券の取得による支出37,917百万円等であります。一

方、主な増加要因は定期預金の払戻による収入89,650百万円、有価証券の売却及び償還による収入10,900百万円等

であります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は5,504百万円（前年同期は4,268百万円の資金減少）となりました。主な減少要

因は配当金の支払額5,508百万円等であります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

金額が僅少のため、記載を省略しております。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2018年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2019年２月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 68,871,790 68,871,790
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い、当社における標準と
なる株式であります。
単元株式数は100株であ
ります。

計 68,871,790 68,871,790 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、2019年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

自　2018年10月１日
至　2018年12月31日

― 68,871,790 ― 10,703 ― 637
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日である2018年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2018年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 300
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 68,862,600
 

688,626
完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない、当社における標準
となる株式であります。

単元未満株式 普通株式 8,890
 

― ―

発行済株式総数 68,871,790 ― ―

総株主の議決権 ― 688,626 ―
 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として資産管理

サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式93,100株（議決権の数931個）を含めておりま

す。

 

② 【自己株式等】

    2018年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)
全国保証株式会社

東京都千代田区大手町
二丁目１番１号

300 ―  300  0.00

計 ―  300 ―  300  0.00
 

（注）株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する

当社株式93,100株は、上記自己株式に含めておりません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2018年10月１日から2018年12月

31日まで)及び第３四半期累計期間(2018年４月１日から2018年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、太陽有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、

当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。

  資産基準                   0.0％

  売上高基準                 0.7％

  利益基準                 △0.4％

  利益剰余金基準           △0.4％

  ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2018年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 184,518 159,555

  求償債権 11,536 12,146

  有価証券 6,921 5,620

  金銭の信託 5,023 －

  未収入金 365 266

  前払費用 43 35

  その他 261 438

  貸倒引当金 △5,737 △6,195

  流動資産合計 202,932 171,866

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 204 206

    減価償却累計額 △139 △146

    建物（純額） 64 60

   車両運搬具 52 52

    減価償却累計額 △37 △41

    車両運搬具（純額） 14 10

   工具、器具及び備品 394 439

    減価償却累計額 △283 △302

    工具、器具及び備品（純額） 110 137

   土地 4 4

   有形固定資産合計 194 211

  無形固定資産   

   ソフトウエア 355 481

   ソフトウエア仮勘定 37 67

   その他 3 3

   無形固定資産合計 395 552

  投資その他の資産   

   投資有価証券 70,716 106,029

   関係会社株式 9 62

   長期預金 15,000 19,000

   長期前払費用 81 179

   前払年金費用 19 18

   繰延税金資産 4,263 3,874

   その他 524 536

   投資その他の資産合計 90,614 129,700

  固定資産合計 91,204 130,464

 資産合計 294,137 302,331
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2018年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  前受収益 15,578 16,124

  預り金 52 81

  未払金 927 890

  未払法人税等 5,679 623

  賞与引当金 314 148

  債務保証損失引当金 ※1  6,691 ※1  6,609

  株主優待引当金 91 －

  その他 16 20

  流動負債合計 29,351 24,497

 固定負債   

  長期前受収益 156,597 162,190

  株式給付引当金 61 59

  固定負債合計 156,658 162,250

 負債合計 186,010 186,748

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,684 10,703

  資本剰余金 618 637

  利益剰余金 96,768 104,184

  自己株式 △264 △250

  株主資本合計 107,808 115,274

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 194 190

  評価・換算差額等合計 194 190

 新株予約権 124 117

 純資産合計 108,127 115,583

負債純資産合計 294,137 302,331
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

営業収益   

 収入保証料 22,779 24,442

 その他 108 126

 営業収益合計 22,887 24,568

営業費用   

 債務保証損失引当金繰入額 2,516 2,207

 貸倒引当金繰入額 △530 △364

 給料手当及び賞与 1,261 1,308

 賞与引当金繰入額 123 128

 減価償却費 154 166

 その他 2,776 2,869

 営業費用合計 6,302 6,316

営業利益 16,584 18,252

営業外収益   

 受取利息 465 576

 受取配当金 71 66

 金銭の信託運用益 － 16

 その他 49 37

 営業外収益合計 585 697

営業外費用   

 金銭の信託運用損 0 －

 支払手数料 0 0

 その他 0 6

 営業外費用合計 0 6

経常利益 17,170 18,942

特別利益   

 投資有価証券売却益 79 －

 特別利益合計 79 －

特別損失   

 投資有価証券売却損 26 5

 投資有価証券評価損 － 278

 特別損失合計 26 284

税引前四半期純利益 17,223 18,658

法人税、住民税及び事業税 5,009 5,323

法人税等調整額 324 410

法人税等合計 5,334 5,733

四半期純利益 11,889 12,924
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第３四半期累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 17,223 18,658

 減価償却費 154 166

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 431 458

 賞与引当金の増減額（△は減少） △109 △165

 債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △122 △82

 株主優待引当金の増減額（△は減少） △84 △91

 前払年金費用の増減額（△は増加） △3 0

 株式給付引当金の増減額（△は減少） 16 △1

 受取利息及び受取配当金 △536 △643

 金銭の信託の運用損益（△は益） 0 △16

 投資有価証券売却損益（△は益） △53 5

 投資有価証券評価損益（△は益） － 278

 求償債権の増減額（△は増加） △973 △610

 前受収益の増減額（△は減少） 784 545

 長期前受収益の増減額（△は減少） 8,267 5,593

 その他の資産・負債の増減額 △25 △119

 小計 24,970 23,976

 利息及び配当金の受取額 510 645

 法人税等の支払額 △8,559 △10,165

 営業活動によるキャッシュ・フロー 16,921 14,457

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △98,243 △99,550

 定期預金の払戻による収入 86,043 89,650

 有価証券の取得による支出 △10,000 △8,000

 有価証券の売却及び償還による収入 8,500 10,900

 金銭の信託の解約及び配当による収入 10,021 5,032

 有形固定資産の取得による支出 △9 △61

 有形固定資産の売却による収入 0 2

 無形固定資産の取得による支出 △130 △290

 投資有価証券の取得による支出 △22,454 △37,917

 投資有価証券の売却及び償還による収入 5,436 471

 関係会社株式の取得による支出 － △52

 投資活動によるキャッシュ・フロー △20,835 △39,815

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 0

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 自己株式の売却による収入 － 3

 配当金の支払額 △4,268 △5,508

 財務活動によるキャッシュ・フロー △4,268 △5,504

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,182 △30,863

現金及び現金同等物の期首残高 76,402 77,868

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  68,219 ※１  47,005
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【注記事項】

(追加情報)

　(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期会計

期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

　(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

(1) 取引の概要

当社は、当社の株価や業績と従業員等(当社の従業員並びに当社子会社の取締役及び従業員を含む。以下同

じ。)の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従

業員等の意欲や士気を高めるため、従業員等に対して当社の株式を給付するインセンティブ・プラン「株式給付

信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」(以下、「本制度」という。)を導入しております。

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員等に対し当社株式を給付す

る仕組みです。

当社は、従業員等に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得をしたと

きに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。従業員等に対し給付する株式については、予め信託設

定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理しております。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前事業年度263百万円、98,240株、当第３四

半期会計期間249百万円、93,170株であります。

 

(四半期貸借対照表関係)

※１　偶発債務

保証債務残高は次の通りであります。なお、延滞利息については見積りが不能であるため含めておりません。ま

た、当第３四半期会計期間の保証債務残高のうち、一部は推計値であります。

 
前事業年度

(2018年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2018年12月31日)

住宅ローン等に対する保証債務 11,789,304百万円 12,475,240百万円
 

債務保証損失引当金 6,691　〃 6,609　〃

差　引 11,782,612百万円 12,468,630百万円
 

 

(四半期損益計算書関係)

１　営業収益の季節的変動

前第３四半期累計期間(自 2017年４月１日　至 2017年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自 2018年４月１

日　至 2018年12月31日)

当社では、生命保険会社に対する団体信用生命保険の取次ぎに伴う収入保証料が第４四半期会計期間に集中す

るため、第４四半期会計期間の営業収益が他の四半期会計期間の営業収益と比較して多くなる傾向にあります。

このため、事業年度の営業収益に占める第３四半期累計期間の営業収益は相対的に少なくなっております。
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の通りであ

ります。

 
前第３四半期累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

現金及び預金 172,869百万円 159,555百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △104,650　〃 △112,550　〃

現金及び現金同等物 68,219百万円 47,005百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月16日
定時株主総会

普通株式 4,269 62.00 2017年３月31日 2017年６月19日 利益剰余金
 

(注)　2017年６月16日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)が保有する当社株式

に対する配当金６百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 
当第３四半期累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月15日
定時株主総会

普通株式  5,508  80.00 2018年３月31日 2018年６月18日 利益剰余金
 

(注)　2018年６月15日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)が保有する当社株式

に対する配当金７百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 
(金融商品関係)

前事業年度末(2018年３月31日)

(単位：百万円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 有価証券及び投資有価証券 76,995 79,655 2,659

(2) 長期預金 15,000 14,361 △638
 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 有価証券及び投資有価証券

　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券及び投資信託は取引金融機関から提示さ

れた価格によっております。

　　　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、注記事項「有価証券関係」を参照くださ

い。

(2) 長期預金

　　　長期預金については、取引金融機関から提示された価格によっております。
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額

(単位：百万円)

区分 貸借対照表計上額

非上場株式(※) 352

組合出資金(※) 291

子会社株式(※) 9

合計 652
 

(※) これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の

対象とはしておりません。
　
(注３) 保証債務については、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の注記を省略しております。

　

当第３四半期会計期間末(2018年12月31日)

有価証券及び投資有価証券、長期預金が、会社の事業の運営において重要なものであるため記載しております。な

お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注２)を参照ください）。

(単位：百万円)

 四半期貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 有価証券及び投資有価証券 111,006 113,609 2,603

(2) 長期預金 19,000 18,322 △677
 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 有価証券及び投資有価証券

　　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券及び投資信託は取引金融機関から提示さ

れた価格によっております。

　　　また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、注記事項「有価証券関係」を参照くださ

い。

(2) 長期預金

　　　長期預金については、取引金融機関から提示された価格によっております。
　
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の四半期貸借対照表計上額

(単位：百万円)

区分 四半期貸借対照表計上額

非上場株式(※) 352

組合出資金(※) 291

子会社株式(※) 62

合計 705
 

(※) これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の

対象とはしておりません。
　
(注３) 保証債務については、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価の注記を省略しております。
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(有価証券関係)

前事業年度末(2018年３月31日)

１．満期保有目的の債券

(単位：百万円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

国債・地方債等 22,118 24,904 2,785

社債 43,544 43,428 △116

その他 4,545 4,536 △9

計  70,209 72,869 2,659
 

　

２．その他有価証券

(単位：百万円)

 貸借対照表計上額 取得原価 差額

株式 2,015 1,796 219

その他 4,770 4,800 △29

計 6,786 6,596 189
 

(注) 非上場株式(貸借対照表計上額352百万円)及び組合出資金(貸借対照表計上額291百万円)については、市場価格が

なく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりませ

ん。
　

当第３四半期会計期間末(2018年12月31日)

満期保有目的の債券及びその他有価証券が、会社の事業の運営において重要なものであるため記載しております。

１．満期保有目的の債券

(単位：百万円)

 四半期貸借対照表計上額 時価 差額

国債・地方債等 21,685 24,315 2,629

社債 76,099 76,074 △25

その他 4,141 4,140 △0

計 101,926 104,529 2,603
 

　

２．その他有価証券

(単位：百万円)

 四半期貸借対照表計上額 取得原価 差額

株式 1,732 1,517 215

その他 7,346 7,397 △50

計 9,079 8,914 164
 

(注) 非上場株式(四半期貸借対照表計上額352百万円)及び組合出資金(四半期貸借対照表計上額291百万円)について

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には

含めておりません。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称   株式会社ＹＵＴＯＲＩ債権回収

事業の内容         債権管理回収業に関する特別措置法に基づく債権回収業

②  企業結合を行った主な理由

当社が保有する求償債権の回収業務や取引先の債権管理業務の受託などシナジー効果が期待できるためであ

ります。

③  企業結合日

2018年12月27日

④  企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

⑤  結合後企業の名称

変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率

100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

 
(2) 四半期累計期間に係る四半期損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

2018年12月27日から2018年12月31日まで

 
(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

対価の現金、および、取得に直接要した費用としてアドバイザリー費用等を、被取得企業の取得原価に含めて

おりますが、株式取得の相手先との協議により守秘義務があることから、非開示とさせていただきます。

 
(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

のれん及び負ののれんは発生しておりません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自 2018年４月１日 

至 2018年12月31日)

当社の事業は、信用保証事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下の通りであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 172.91円 187.93円

（算定上の基礎）   

四半期純利益(百万円) 11,889 12,924

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 11,889 12,924

普通株式の期中平均株式数(株) 68,760,977 68,773,068

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 172.83円 187.84円

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 32,004 34,007

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要

－  －

 

(注)　株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)に残存する当社株式は、１株当

たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期累計期間99,650

株、当第３四半期累計期間95,290株であります。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年２月５日

全国保証株式会社

取締役会 御中

　

太陽有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 桐   川         聡 ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 石   井   雅   也 ㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている全国保証株式会

社の2018年４月１日から2019年３月31日までの第39期事業年度の第３四半期会計期間（2018年10月１日から2018年12月

31日まで）及び第３四半期累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、全国保証株式会社の2018年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。
　
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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